
全国 本明川

Ｈ２７．９ 関東・東北豪雨（鬼怒川氾濫等）

Ｈ２８．８ 台風１０号（小本川氾濫等）

Ｈ２９．７ 九州北部豪雨（福岡県朝倉市浸水等）

Ｈ３０．７ 西日本豪雨（筑後川周辺浸水等）

Ｈ３０．９ 台風２１号（神戸港六甲アイランド浸水等）

Ｒ１．８ 豪雨（六角川周辺浸水等）

Ｒ１．１０ 東日本台風（千曲川氾濫等） 国土交通大臣が社会資本整備審議会河川分科会へ諮問

Ｒ２．１ 国土交通省防災・減災対策本部設置

Ｒ２．７ 豪雨（球磨川氾濫等）
社会資本整備審議会河川分科会答申
「気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について」において、流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行
う持続可能な治水対策（流域治水）への転換を提言

Ｒ２．７

「総力戦で挑む防災・減災プロジェクト」主要１０施策とりまとめ
　施策１）あらゆる関係者により流域全体で行う 「流域治⽔」への転換、全国の１級水系において、河川対策、流

域対策、ソフト対策からなる流域治水の全体像をとりまとめ、国民にわかりやすく提示する「流域治水プロジェク
ト」をＲ２年度中に策定

Ｒ３．３ 「本明川流域治水プロジェクト」策定・公表

Ｒ３．５

「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律」公布
特定都市河川浸水被害対策法に基づく特定都市河川を全国の河川に拡大し、ハード整備の加速に加え、国・都
道府県・市町村・企業等のあらゆる関係者の協働による水害リスクを踏まえたまちづくり・住まいづくり、流域にお
ける貯留・浸透機能の向上等を推進

Ｒ３．８ 豪雨（六角川周辺浸水等）

Ｒ３．１１ 「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律」全面施行

Ｒ４．８ 豪雨（最上川氾濫等）

Ｒ４．９ 台風１４号（五ヶ瀬川水系大瀬川内水氾濫等）

Ｒ４．９ 台風１５号（興津川承元寺取水口土砂等流入等）

Ｒ５．４

「水害リスクを自分事化し、流域治水に取り組む主体を増やす流域治水の自分事化検討会」設置
（前略）一般には「流域治水」という言葉の認知度は決して高い状況になく、そのような中で水害は毎年のように発
生し、避難の遅れなどにより犠牲者が発生している状況（中略）人々の意識に働きかけ、水害の恐ろしさや流域治
水の取組を知り、自分事として理解し、行動に移すなど、流域治水に主体的に取り組む住民や民間企業等を拡
大していく必要があります（後略）
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Ｒ５．６

「令和５年度　総力戦で挑む防災・減災プロジェクト」で施策の更なる充実・強化
施策１）あらゆる関係者により流域全体で行う 「流域治⽔」への転換

➢流域治水プロジェクト2.0への深化
➢流域治水関連法に基づく特定都市河川の指定拡大
➢流域治水の自分事化
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Ｒ５．８

「流域治水プロジェクト２．０」を年度内に策定する旨公表　[本省]
気候変動の影響により、2040 年頃には降雨量が約1.1 倍、流量が1.2 倍、洪水発生頻度が２倍に増加すると見
込まれることを踏まえ、流域治水の取組を更に加速化・深化させるため、気候変動を踏まえた河川及び流域での
対策の方針を反映した流域治水プロジェクト２．０に更新

半造川が特定都市河川の指定を行う検討対象とし
て選定され公表　[九地整]

資料３-２
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Ｒ５．８

「水害リスクを自分事化し、流域治水に取り組む主体を増やす流域治水の自分事化検討会（第３回）」開
催
住民や企業等のあらゆる関係者による、持続的・効果的な流域治水の取り組みの
推進に向け、行政の働きかけに関する普及施策の体系化と行動計画のとりまとめ
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Ｒ６．２頃
・「本明川流域治水プロジェクト２．０」を策定・公表
・自分事化の様式１～３の策定

資料３-４
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年度 主な災害
新たな施策

備考

「流域治水」に関する新たな施策

○激甚化・頻発化する災害へ対応するため、「流域治水」への転換から深化へ

鬼怒川の堤防決壊

による浸水被害

（茨城県常総市）

平成27年9月関東・東北豪雨 平成30年7月西日本豪雨

筑後川における

浸水被害（福岡

県久留米市）

【資料－３】

（水害）
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